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電動バイク普及の道を探る！ 

「ｅやんＯＳＡＫＡ」が目指すもの 
 

●大阪府で電動バイク普及のための実証実験が行われている。 
 

●大学生（モニター）に電動バイクを貸し出し、利用状況を調査している。 
 

●バッテリー交換できる場所の必要数や分布範囲もあぶり出す取り組みだ。 

 

 

大阪府、大阪大学、一般社団法人日本自動車工業会 二輪車委員会*注 1（自工会・二輪車委

員会）の 3者は、2020年 9月末から、電動バイクの普及に関する実証実験プロジェクト「ｅ

やんＯＳＡＫＡ」に取り組んでいる。大阪大学の学生と職員のモニターに 20台*注 2の電動バ

イク*注 3（原付一種）が有償で貸し出されており、その利用状況を把握・分析することで、

普及拡大への手がかりを探り出そうというものだ。 

3者のプロジェクト担当者に、この実証実験に期待するものとは何か、話を聞いた。 

 

 

*注 1：旧組織の二輪車特別委員会は、2020 年 10 月 1 日より「二輪車委員会」に名称を変更した。 

 

*注 2：実証実験に使用する電動バイクは 20 台用意され、19 台を学生に貸し出し、1 台は大学職員がシェアして利用して

いる。 

 

*注 3：Honda BENLY e: I（原付一種／50 ㏄相当）。 
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産学官の連携で電動バイクの普及を推進 

自動車の世界に巻き起こった EV シフトの波は、二輪車にもおよんでいる。電動バイクの

普及拡大は、二輪車メーカーだけでなく、社会が抱える課題でもある。 

そうした状況を踏まえ、「ｅやんＯＳＡＫＡ」は、産学官が連携することで、電動バイク

の普及にいっそうの推進力をつけようという狙いがある。3者が共通のビジョンを持って連

携しつつ、それぞれの立場でプロジェクトに意義を見い出している。 

交換式バッテリーの有効性を検証 

3 者の共通ビジョンという点では、今回の実証実験は、交換式バッテリー*注 1のメリット

に注目し、バッテリー交換のネットワークを構築することが、電動バイクの普及を進めるカ

ギになるということで一致している。 

というのも、これまで電動バイクの課題として、1回の充電による航続距離が短いことと、

充電にかかる時間が長いことが主に指摘されてきた。しかしバッテリー交換が可能な場所が

世の中に整備されれば、外出した先でも、容量の減ったバッテリーを満充電のバッテリーに

交換でき、ユーザーは安心して行動範囲を広げられる。充電に必要な時間を取られることも

ない。交換式バッテリーが、電動バイクの弱点を解決するという考えだ。 

そこで「ｅやんＯＳＡＫＡ」では、大阪大学（吹田・豊中の 2キャンパス）と、大阪府北

部（吹田市・豊中市・箕面市）にあるコンビニエンスストア（ローソン）をステーションに

見立てて、電動バイクのモニターが立ち寄ってバッテリーを交換できるように準備されてい

る。この環境下で電動バイクがどのように利用されるかデータを蓄積し、分析することにな

っている。 

なお、交換式バッテリーに関しては、2019 年 4 月にカワサキ、スズキ、ホンダ、ヤマハ

の 4 社が「電動二輪車用交換式バッテリーコンソーシアム」*注 2を発足させ、メーカー相互

「eやんＯＳＡＫＡ」の記者発表 

（2020年 8月 19日） 
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に共通利用できるバッテリーとそのバッテリー交換システムの標準化について検討を行っ

ている。「ｅやんＯＳＡＫＡ」は、こうした動きとも連動しており、技術的なバックグラウ

ンドが進展するなかで行われている。 

 

 

*注 1：電動バイクにはバッテリーを交換するタイプと、バッテリーを充電するタイプがある。 

 

*注 2：日本国内における電動バイクの普及に向け、交換式バッテリーおよび交換システムなどの仕様を共同で検討してい

る。 

快適な利用環境へ向け課題を洗い出す――自工会 

自工会・二輪車委員会は、2018年 4月に「二輪 EV普及検討会」を内部に設け、さまざま

な検討と協議を行い、「ユーザーの利便性を優先して考えると、交換式バッテリーのメリッ

トは大きい」との結論を得た。バッテリーの規格の標準化など技術要件については前出のコ

ンソーシアムが引き継ぎ、メーカー4 社が協調できる領域に関しては、今年 10 月 1 日、自

工会・二輪車委員会内に「電動二輪車普及部会」が新設され、電動バイクを普及させるため

の環境づくりに取り組んでいくことになった。 

同部会の三原大樹部会長は、「大阪での実証実験は、モニタ

ーの同意を得て、電動バイクの利用状況について、利用頻度

や走行距離、移動時間、バッテリーの交換タイミングなど分

析しています。また、モニターからは利用用途や使い勝手を

ヒアリングします。それらのデータから、電動バイクが快適

に利用できる距離範囲はどの程度か、安心してバッテリー交

換ができているか、いろいろな知見や課題が浮き彫りになる

と思います」と話す。 

大阪大学に設置されたバッテリー交換機 

三原部会長 
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電動バイクの場合、郵便事業やデリバリー事業などビジネスユースではバッテリー交換で

きる場所をグループ企業内に設置できることから、活用の目途が立ちやすい。一方、今回の

実証実験は、一般の個人ユースを想定しており、バッテリー交換できる場所は、大学やコン

ビニエンスストアの協力があって成り立っている。 

「まず今回の実証実験によって、街なかに必要なバッテリー交換場所の数などのイメージ

が出てくると考えています。たとえば半径 5km以内に１カ所あれば足りるとか、足りないと

か。それを踏まえて次のステップでは、車両の台数を増やして、大阪市全体をカバーするく

らいまで実験範囲を広げたい。そしてその際、バッテリー交換場所を誰がどこに設置するの

か、ビジネスモデルとして採算が成り立つかといった問題が出てきます。それを検討してい

くことが今後の課題です」（三原部会長）。 

海外では、電動バイクのバッテリーステーション等の整備に、政府が多額の補助金を拠出

している例もある。一方、日本国内では、そもそも原付一種の需要が大きく落ち込んでおり、

ガソリン車と同じ扱いでは電動バイクの普及は難しいとする見方もある。 

三原部会長は、「その点は私たちも痛感していて、電動バイクの性能が向上して、バッテ

リー交換できる場所が整備されたとしても、何か魅力的なインセンティブがないと、電動バ

イクの需要喚起はなかなか難しいと思います。車両購入時の補助金や優先的な駐車スペース

の確保、電動バイクによる通勤・通学の奨励など、いろいろな優遇措置が考えられます。自

工会としては、そうした環境整備も含め、電動バイクを普及する活動に取り組んでいきたい

と考えています」と話している。 

地場産業振興の観点から成果を期待する――大阪府 

今回プロジェクトに参加した大阪府には、蓄電池を開発する企業や、その関連ビジネスに

携わる中小企業が多い。大阪府商工労働部では、そうしたエネルギー産業の成長促進に関す

る取り組みを行っており、さまざまなバッテリー関連プロジ

ェクトを立ち上げるなど、産業のすそ野の拡大を図っている。 

とくに電池関連製品の実用化に向けた取り組みでは、実証

事業を行う企業を応援し、支援メニューを設けるなど、サポ

ートにあたっている。「ｅやんＯＳＡＫＡ」も、その取り組み

の一つとなっており、実証実験のためのフィールド調整や PR

協力など大阪府の役割も大きい。 

商工労働部 成長産業振興室 産業創造課の木下 巌課長補

佐は、「電動バイクが普及することによって、大阪の電池関連

の企業に、何らかのビジネスがつながってくることが期待さ

れます。電池そのものだけでなく、そこから派生する AI や
木下課長補佐 
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IoTの分野など、さまざまなビジネスの可能性が出てくると思います」と話す。 

また大阪府は、原付一種の保有が日本でもトップクラスの自治体として知られている。「今

回、プロジェクトの舞台に大阪が選ばれたのは、そういう“大阪ポテンシャル”といったこ

とも感じていただいたのかなと思っています。潜在需要は大きいはずですから、電動バイク

が抱えている課題をブレイクスルーして、新しいモビリティシステムとして魅力を提案する

ことが大事だと思います」と話す。 

とくに大阪での開催が予定されている「2025 年日本国際博覧会」（大阪・関西万博）に向

けて、SDGs*注 1を達成するために、電動バイクが寄与することも視野に置いている。木下課

長補佐は、「今回のプロジェクトが無事に成功すれば、大阪・関西万博で電動バイクを活用

することも大いに検討できるはずです。有意義な成果が出てくることを期待しています」と、

話している。 

 

*注 1：SDGs（エス・ディー・ジーズ）とは、持続可能でよりよい世界を 2030 年までに実現させる国際目標。2015 年 9 月

の国連サミットで採択され「持続可能な開発のための 2030アジェンダ」にて提唱されている。 

 

ニューノーマル時代のモビリティシステム――大阪大学 

大阪大学大学院 工学研究科 地球総合工学専攻 社会基盤工学コースの葉 健人助教は、

「ｅやんＯＳＡＫＡ」に期待する成果を次のように話す。 

「交換式のバッテリーを搭載した電動バイクと、バッテリー交換ステーションを組み合わ

せた新しいモビリティシステムが、どのような社会課題を解決し得るか、私たちはそこに関

心があります」。 

葉助教は、電動による「低炭素」、バッテリー交換ステーションのネットワーク化による

「低ストレス」（利便性向上）、そしてバイクで移動することによる「低感染」（“3密”回避）

というキーワードを挙げ、社会が“ニューノーマル”といった変わり目にあるなかで、電動

バイクという新しい価値観によって、これまでにないモビリティシステムが社会に定着する

葉 助教 



-6- 

可能性があると期待している。 

「たとえば、感染リスクを避けるための通勤手段として、環境にもいい電動バイクが選ば

れれば、感染防止と CO2削減という 2つの社会課題の解決に寄与します。公共交通の空白地

帯を電動バイクが補完したり、高齢者のラストワンマイル*注を担ったり、災害時の電源供給

源としてバッテリーが活用されるなど、電動バイクを使ったモビリティシステムは、さまざ

まな可能性を秘めているのです」 

バッテリー交換ステーションの整備については、「そもそもバイクは回遊性の高い乗り物

なので、目的地に行って帰ってくるだけでなく、目的地の周辺でいろいろな場所に立ち寄る

効果があると考えています。バッテリー交換ステーションを中心に、新しい経済活動が促さ

れるなど、いろいろな活性効果が誘発できます。コンビニエンスストアで何かついでに購入

するのもそうですし、市役所や公民館などの公共施設にバッテリーを配置すれば、行政サー

ビスの向上につなげられるかもしれません。そういうことに価値を見い出せるプレーヤーを

もっと巻き込んで、社会の公共財としてバッテリー交換ステーションを整備していく考え方

も必要だろうと思います」と話している。 

 

*注：駅やバス停など公共交通機関のステーションから自宅までの最後のアクセス。 

 

 

 

JAMA「Motorcycle Information」2020 年 12 月号／特集より 

電動バイクを利用する学生モニター 


